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1.は じめ に

大学時代は発達段階でいえば青年期に位置づけられる。もっとも青年期という時期が発達段

階に位置づけられることになった当初は、概ね、高等学校卒業時までをその対象年齢としてい

た。青年期とは来るべき成人期に向けて準備をする段階と考え られていたが、当時は高等学校

を卒業 した段階で職業人生を始めることが多かったか らである。

これは、発達課題論の提唱者として知 られるハヴィガース トがあげた青年期の課題をみると

よ くわか る。ハ ヴィガース トの青年期の課題 は学校時代を終え、一一人前の"お とな"と して社

会に出ていく時期に達成することが求められる課題であり、成人性の獲得につながる課題であ

る。 この ことは、次の成人前期の課題 と比較 してみ ると明 らかで ある(表1)。

表1ハ ヴィガーストによる青年期 ・成人前期の発達課題(1972)

青
年
期
の
課
題

成
人
前
期
の
課
題

①同世代の男女の友人と新 しい、成熟 した人間関係を結ぶ

②男性あるいは女性としての社会的役割を身につける

③自分の身体的変化を受け入れ、身体を有効に使う

④両親や他の大人から情緒的に独立する

⑤結婚と家庭生活の準備をする

⑥職業に就 く準備をする

⑦行動の指針としての価値観や倫理体系を身につける

⑧社会人として責任ある行動をとる

①配偶者を選ぶ

②結婚 した相手と一緒に生活 していくことを学ぶ

⑧家庭を形成する

④子どもを育てる

⑤家庭を管理する

⑥職業生活をスター トさせる

⑦市民としての責任を引き受ける

⑧気のあう社交のグループを見つけだす

出典:児 玉憲典 ・飯塚裕子訳(1997)『 ハ ヴィガーストの発達課題と教育」川島書店
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ところで、現在ではどの くらいの若者が大学生であることを選択するのだろうか。平成22年

度の学校基本調査によれば、高等学校(全 日制課程 ・定時制課程)の 卒業者 うち、54.3%が 大

学等へ進学 し、いまや2人 に1人 以上が大学生を経験するのである。 したがって、多 くの若者

にとって青年期はかつてよりも延長されているといえる。さらに、大学を卒業 したとしても必

ず しも職に就 く(就 ける)と いうわけでもない。厳 しい雇用情勢等を背景に就職を先送 りして

大学院に進学 したり、フリーターを選択する、あるいは、選択せざるを得ない若者が増えるな

ど、青年期 ・成人期の課題 との対応が曖昧になり、移行の境 目がはっきりとしない現状にある。

また、こうした現実は、青年期に達成すべき課題を先送 りするという結果をもたらす可能性が

高い。

結婚に関 しても、国勢調査によれば2005年 時点で、男性の約6人 に1人 、女性の約14人 に1

人は、1度 も結婚をすることな く50歳を迎えている。このような時代にあって、大学生は"お

とな"に なることをどのように捉えているのか、また、将来の自分についてどのような像を描

いてるのか、2つ の調査結果に基づいて考察 したい。

2.大 学 生 が 考 え る"お とな"と は:「 進 路 並 び に成 人 性 に関 す る 調 査 」 の 結 果 か ら

(1)調 査 の概要

首都 圏の大学生1年 生279名(平 均年齢18.9歳 ±1.01男 性200名 ・女性79名)を 対象 に行 っ

た調査で は、① 「成人(お とな)」 と考 える年齢、② 「成人(お とな)」 とみな され るた めに必

要 とされ る課題 につ いて尋ね た。

な お、②の調査項 目に関 して は、Arnett(1997;2003)が 成 人性の概念を検討す るた めに構

成 した36項 目の うち、年齢 を直接 的 に尋 ねる項 目を除 いた32項 目を用 いた(表2)。 また、課

題の必要度に関 しては、「1.全 く必要ない」～ 「5.絶 対必要である」の5段 階で評価を求めた。

(2)結 果

1)成 人(お とな)と 考え る年齢 につ いて

279名 中、年齢 の指定 がなか った24名 を除 く255名 の平均 は21.8±3.15歳 で あ った。 その内訳

につ いてみ ると最 も多 い回答 は、法律 において成年 に達す る20歳 で あった(表3網 掛 け部分)。

ただ し、高校 卒業(18歳)、 大学 卒業 もしくは大 学院(修 士課程)修 了の年齢 であ る22歳 ～25

歳 に も一定の回答がみ られ た。 また、26歳 以降の回答 は減少す るが、30歳 よ り上の年齢を記入
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表2調 査票で用いた課題(1)

1 親から経済的に自立している

2 親と同居 していない

3 (高等学校の)教 育を終了している ⑧では、()内 は表記していない

4 結婚している

5 少な くとも子どもが一人いる

6 長期の仕事に落ち着いている

7 正規雇用の仕事に就いている

8 自分の家を購入する

9 親や他人の影響を受けずに自分の信念や価値を決められる

10 親と対等の大人としての関係を結ぶ

11 自分 の 感 情 を い つ も うま くコ ン トロー ル で き る

12 情緒的に親に依存 しない

13 長期的な恋愛関係を続けている

14 過度にお酒に酔わない

15 二人以上の相手と同時に性的関係をもたない

16 車の制限速度を守って運転する

17 飲酒運転をしない

18 万引きや器物破損といった小規模な犯罪を犯すことを避ける

19 卑俗な/下 品な言葉遣いをしない

20 性交渉をもつときには避妊具を用い、妊娠し(さ せ)な いように努める

21 子どもを産むことができるようになる(女 性)

22 子どもをつ くることができるようになる(男 性)

23 身長が十分伸びきる

24 性的関係をもつようになる

25 運転免許証を取得 している

26 選挙権を得ている

27 自分の行為の結果に対して責任をもつ

28 生涯つき合えると思える友人を得る

29 家族を経済的に支えることができる(男 性)

30 家族を経済的に支えることができる(女 性)

31 自分の子どもの世話をすることができる(男 性)

32 自分の子どもの世話をすることができる(女 性)

33 世帯をもつことができる(男 性)

34 世帯をもつことができる(女 性)

表3「 成人(=お とな)」 と考える年齢

年 齢 人数(%) 年 齢 人数(%) 年 齢 人数(%)

17歳 以下 7(2.5%) 22歳 18(6.5%) 27歳 1(0.4%)

18歳 22(7.9%) 23歳 27(9.7%) 28歳 2(0.7%)

19歳 7(2.5%) 24歳 15(5.4%) 30歳 14(5.0%)

20歳 103(36.9%) 25歳 33(11.8%) 年齢指定なし 24(8.6%)

21歳 2(0.7%) 26歳 4(1.4%)
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した者はおらず、年齢の期限はないと回答 した者を除 くと少な くとも31歳以上については成人

(おとな)と 考えていることが分かる。

2)課 題 達成の必要度

34項 目に関 して、「人 が一般 的に成人(お とな)」 と見 な され るためには、各項 目がそれぞれ、

どの程度達成 されている必要があると思 うか」について5段 階で尋 ねた結果について図1に 示す。

図1か ら分か るように、平 均3.0以 下 の評価 とな った項 目は34項 目中14項 目あ り、特 に結婚や

子 どもを持つ ことに関す る評価 は、2.0以 下 と低 か った(「 少 な くと も子 ど もが一人 いる:1.8±

1.05」 「結婚 してい る:2.0±1.11」)。 その一 方で、「自分 の子 どもの世話 がで きること」 に関す

る評価 は、男性 ・女性を問わず4.0を 越 えてお り、 高い評価 とな った(男 性:4.2±0.96/女 性:

4.3±0.93)。 したが って、結婚 し、子 どもを持 つか ど うかは、成 人(お とな)で ある ことの要

件で はな いが、子 どもを持つので あれ ば、 その世話がで きな くて はな らな いと考えて いること

が分か る。

一方
、評価点が4.0を 上 回 り、達成の必要度が高い と評価 された項 目は、上記の子育て に関す

る2項 目以外 に4項 目あった。 その うち、「自分 の行為 の結果 に対 して責任 を もつ:4.6±0.73」

「万 引 きや器物 破損 とい った小 規模 な犯 罪 を犯 す ことを避 け る:4.4±0.95」 の2項 目は、ハ

ヴィガース トの青年期 の課題 であ る 「⑦ 行動 の指針 としての価値観 や倫理体 系を身 につ ける」

「⑧社会人 として責任 ある行動 を とる」 と関連 のある項 目といえる。

他の2項 目は 「親か ら経済的 に自立 して いる:4.3±0.81」 並 びに 「家族を経済的 に支え るこ

とがで きる(男 性):4.1±1.04」 で あ り、 「職業 に就 く準備」 を して 「職業生活を スター トさせ

る」 という青年期か ら成人期への移行の課題の達成 といえ る。

しか しなが ら、経済的な 自立 と関連が深 いと考え られ る 「正規雇用の仕事 に就 いて いる(以

下、正規雇用 の仕事)」 「長期 の仕事 に落 ち着 いてい る(以 下、長期 の仕事)」 の評価 はいずれ

も高 いとはいえな い。 そこで、「親 か ら経済 的に 自立 している(以 下、経済 的 自立)」 と 「正規

雇用の仕事」「長期 の仕事」 の回答傾 向に関 して κ2検 定 による分析 を行 った。

その結 果、「経済 的 自立」 と 「正 規雇用 の仕事」で は1%水 準(κ2=41.68,df=16,p<.01)

で 、 「長期 の仕事」 では5%水 準(κ2=31.12,df=16,p<.05)で 有 意差 が認 め られた。

また、残差分析 の結果、「経 済的 自立」 と 「正規雇 用の仕事」 では、 同 じ値を回答す る傾向

が強 い ことが示唆 された。す なわ ち、「経済 的 自立」の重要度 を どう考え るか と 「正規雇 用の
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少なくとも子どもが一人いる

結婚している

自分の家を購入する

身長が十分伸びきる

長期的な恋愛関係を続けている

運転免許証を取得している

(高等学校の)教育を終了している

性的関係をもつようになる

親と同居していない

過度にお酒に酔わない

車の制限速度を守って運転する

子どもを産むことができるようになる(女性)

二人以上の相手と同時に性的関係をもたない

子どもをつくることができるようになる(男性)

正規雇用の仕事に就いている

世帯をもつことができる(女性)

世帯をもつことができる(男性)

選挙権を得ている

長期の仕事に落ち着いている

親と対等の大人としての関係を結ぶ

卑俗な/下 品な言葉遣いをしない

家族を経済的に支えることができる(女性)

性交渉をもつときには避妊具を用いる

生涯つき合えると思える友人を得る

自分の感情をいつもうまくコントロールできる

情緒的に親に依存しない

自分の信念や価値を決められる

飲酒運転をしない

家族を経済的に支えることができる(男性)

自分の子どもの世話をすることができる(男性)

親から経済的に自立している

自分の子どもの世話をすることができる(女性)

万引き等の小規模な犯罪を犯すことを避ける

自分の行為の結果に対して責任をもつ

図1課 題達成の必要度
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仕事」の重要度をどのように考えるかには一致 した傾向があるといえよう。また、「長期の仕

事」に関 しては 「全 く必要ない」 もしくは 「絶対必要である」と回答 した者は 「経済的 自立」

でも同様の傾向があることが示唆された。(表4)。

表4経 済的自立と正規雇用・長期の仕事の回答傾向

正 規 雇 用
合計

1 2 3 4 5

経

済

的

自

立

1

度 数 2 0 0 0 0 2

% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

調整済み残差 3.8** 一 〇.4 一 〇.9 一1 .1 一 〇,6

2

度 数 1 1 0 3 0 5

% 20.0% 20.0% 0.0% 60.0% 0.0% 100.0%

調整済み残差 0.5 0.9 一1 .4 1.1 一 〇,9

3

度 数 3 3 18 10 3 37

% 8.1% 8.1% 48.6% 27.0% 8.1% 100.0%

調整済み残差 一 〇.8 一 〇.2 2.9** 一1 .2 一1 ,2

4

度 数 15 9 29 47 7 107

% 14.0% 8.4% 27.1% 43.9% 6.5% 100.0%

調整済み残差 0.7 一 〇.3 一 〇.5 2.2* 一2 .9**

5

度 数 13 12 33 40 30 128

% 10.2% 9.4% 25.8% 31.3% 23.4% 100.0%

調整済み残差 一1 .0 0.2 一1 .0 一1 .5 4.0**

合 計
度 数 34 25 80 100 40 279

% 12.2% 9.0% 28.7% 35.8% 14.3% 100.0%

長 期 の 仕 事
合 計

1 2 3 4 5

経

済

的

自

立

1

度 数 2 0 0 .0 0 2

% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

調整済み残差 3.9** 一 〇
.5

一 〇
.8

一1
.1

一 〇
。7

2

度 数 1 1 0 3 0 5

% 20.0% 20.0% 0.0% 60.0% 0.0% 100.0%

調整済み残差 0.6 0.7 一1
.2 1.0 一1

。1

3

度 数 2 6 12 11 4 35

% 5.7% 17.1% 34.3% 31.4% 11.4% 100.0%

調整済み残差 一1
.2 1.5 1.8 一 〇

.8
一1
。1

4

度 数 14 10 24 43 14 105

% 13.3% 9.5% 22.9% 41.0% 13.3% 100.0%

調整済み残差 0.7 一 〇
.3 0.2 0.8 一1

。6

5

度 数 13 11 25 47 32 128

% 10.2% 8.6% 19.5% 36.7% 25.0% 100.0%

調整済み残差 一 〇
.7

一 〇
.8

一1
.0

一 〇
.4 2.7**

合 計
度 数 32 28 61 104 50 275

% 11.6% 10.2% 22.2% 37.8% 18.2% 100.0%

**1%水 準 で有意*5%水 準で有意
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(3)性 差 につ いての検討

男女の回答傾向の違 いについて、 おとな とみな され る年齢及び各課題 の必要性 に関 して、 κ2

検 定 による検討 を行 った。 その結果、年齢 に関 して は、有意差 は認 められなか った。一方、必

要性 に関 して は、性差を あ らか じめ見込んだ8課 題を除 く26課 題 中6課 題 にお いて有意差が認

め られ た。

1%水 準 で有意差が認 め られたの は4課 題 であ った。 この うち、「車 の制限速度 を守 って運

転す る(κ2=13.93,df=4,p<.01))」 「性交 渉を もつ ときに は避妊 具を用 い、妊 娠 し(さ せ)

な いよ うに努 め る(κ2-21.14,df-4,p<.01)」 「自分 の行 為の結果 に対 して責任 を もつ(κ2

=14 .20,df=4,p〈.01)」 に関 して は、女性 の方 がその必 要性 が高 く評価 されていた。一方、「運

転免許証 を取得 して いる(κ2=15.49,df=4,p<.01)」 に 関 しては、男性の評価が高か った。 こ

う した結果か らは、 おとな とみな され るために必要な要件 と して、女性の方が社会的な規範を

守 ることや行為の結果 に責任を持つ ことを よ り強 く意識 して いるといえ よう。

また、5%水 準で有意差 が認 め られたのは、「親 と同居 して いない(κ2=10.54,df=4,p〈

.05))」、 「少 な くと も子 ど もが一人 いる(κ2-10.54,df-4,p<.05)」 の2課 題で あった。 いず

れ に関 して も女性の方が、 よ り必要性が低 いと評価 されて いた。

上記の ように一部 に回答傾向の違 いが認 め られ たものの、26課 題 中18課 題 につ いて は有意差

は認 め られず、結婚や職 に就 くこと、経済的 自立な どに関す る性差 は少な いと考え られ る。

2.青 年期 ・成人期 の課題 の達成 可能性:「 成人性 並 びに将来展 望 に関 する調査」の

結果か ら

(1)調 査の概要

おとなになること(成 人期への移行)の ためには、達成 したいと考える課題をどの程度、達

成可能と考えているか、また、その課題の達成に関 して、どの程度、自分のコン トロール下に

あると考えているか、などと関連が深いと考え られる。

そこで、首都圏の大学生137名(平 均年齢20.4歳 ±1.12男 性67名 ・女性68名 、不明2名)を

対象に調査を行った。調査では、①将来の課題 ・目標 としての重要度(「1.全 く重要でない」

～ 「5.非 常に重要である」の5段 階評価)、 ②課題の達成 ・実現可能性(確 率を%で 記入)、

③課題の達成 ・実現に関 してどの程度、自分のコントロール(自 分の努力や能力)下 にあるか

(「1.全 く自分のコントロール下にない」～ 「5.全 く自分のコン トロール下にある」の5段 階
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評 価)、 ④課題 が達成 される と考 え られる年齢 について尋 ねた。

調査項 目は、調査(そ の1)と 共 通 す る10項 目とEstherS.Chang.et.al(2006)の 論 文等を

参考 に加え た5項 目の15項 目か ら構成 され た(表5)。

表5調 査票で用いた課題(2)

1 大学を卒業する

2 正規雇用の仕事に就 く

3 恋愛関係を維持、発展させる

4 経済的に自立する

5 結婚する

6 自分の行為の結果に責任をもつ

7 子どもをもつ

8 親から情緒的に独立する

9 他人の影響を受けずに、自分の信念や価値を決められる

10 自分 の 感 情 を う ま くコ ン トロー ル す る

11 人間として成長する

12 趣味を楽 しむ

13 親 の 家 か ら 出て 、 自分 の アパ ー ト ・家 に 住 む

14 自分の親を経済的に支援する

15 自分にとって天職を見つける

(2)結 果

1)課 題の重要度と達成可能性について

15課題に関 して、各課題の重要度とその課題が達成可能であると考える確率(以 下、達成可

能性)に ついて表6に 示 した(課 題は重要度の高い順に並べ替えた)。

度数が6以 上の項目についてみると、いずれも重要度が高いと回答 した者ほど、その達成可

能性の確率を高 く見積もっていることがわかる。また、各課題については調査によって質問の

仕方(「必要か」「重要か」)が異なるため、直接的な比較はできないが、「進路並びに成人性に

関する調査」における回答において 「必要度」が高かった 「経済的に自立する」「自分の行為

の結果に責任を持つ」に関 しては、重要度 は高 く、一方、「必要度」の低かった 「結婚する」

「子 どもをもつ」に関しては、重要度は低 く評価 されていた。

なお、最 も達成可能性が高いと見積 もられていたのは、「大学を卒業する(91.6%)」 であり、

最 も低 く見積 もられていたのは 「天職を見つける(58.4%)」 であった。また、「経済的に自立

する(81.5%)」 「正規の仕事に就 く(81.2%)」 に関 しては、いずれも約8割 であった。
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表6各 課題の重要度と課題が達成可能であると考える確率

上段:重 要度

下段:達 成可能性

1

(%)

2

(%)

3

(%)

4

(%)

5

(%)
平均

(%)

経済的に自立する
0

0.0%

0

0.0%

3

46.7%

22

72.5%

112

84.2%

4.8

81.5%

人間 として成長する
1

5.0%

0

0.0%

5

42.0%

28

71.4%

103

81.2%

4.7

77.2%

自分の行為の結果に責任をもつ
0

0.0%

1

60.0%

4

62.5%

37

72.2%

95

83.0%

4.6

79.3%

大学を卒業する
1

50.0%

1

100.0%

9

76.7%

25

84.0%

101

95.2%

4.6

91.6%

自分 の 感 情 を う ま くコ ン トロー ル す る
0

0.0%

1

70.0%

5

62.0%

55

71.2%

76

74.9%

4.5

72.9%

正規雇用の仕事に就 く
2

50.0%

1

50.0%

11

64.5%

37

75.4%

86

87.0%

4.5

81.2%

親か ら情緒的に独立する
2

60.0%

4

61.3%

15

57.3%

37

72.8%

79

84.2%

4.4

77.2%

他人の影響を受けずに、自分の信念や価値を

決められる

0

0.0%

2

30.0%

12

59.2%

61

68.5%

61

75.1%

4.3

70.1%

趣味を楽しむ
0

0.0%

3

60.0%

22

56.6%

43

74.3%

69

88.1%

4.3

78.1%

自分 にとって天職を見つける
2

6.5%

4

20.0%

27

43.0%

43

62.6%

61

66.5%

4.1

58.4%

自分の親を経済的に支援する
3

29.3%

7

25.0%

34

52.4%

47

66.5%

46

78.4%

3.9

64.1%

親 の 家 か ら 出て 、 自分 の ア パ ー ト ・家 に住 む
5

66.0%

10

52.5%

32

67.2%

42

78.0%

48

91.2%

3.9

77.8%

結婚する
12

18.8%

5

44.0%

33

53.0%

38

71.6%

49

80.6%

3.8

64.7%

子 どもをもつ
7

21.6%

12

35.0%

32

50.2%

40

68.0%

45

82.2%

3.8

63.2%

恋愛関係を維持、発展させる
8

10.9%

16

27.9%

36

54.0%

37

67.2%

39

83.8%

3.6

60.6%

2)課 題達成の見積もり

各課題が達成されると考える年齢とその課題の達成 ・実現に関 してどの程度、自分のコン ト

ロール(自 分の努力や能力)下 にあるか、また、どの くらいの確率で達成されると考えるかに

ついて表7に 示 した(課 題は達成年齢順に並べ替えた)。

結果か らは、大学生が描 く将来のイメージが読み取れる。具体的には、「22～23歳で大学を卒

業 し、独 り暮 らしを始め、正規雇用の仕事に就 く。同時に自分の行為の結果についても責任を

もてるようになる。人間関係の面では、恋愛関係を維持、発展させ、精神面では、親からの情

緒的な独立を果たし、自分の感情がうまくコントロールできるようにな り、自分の信念や価値

観を他者の影響を受けることな く決められるようになる。その後、25歳 の時点では、経済的な
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独 立 を果 た し、趣味を楽 しむ ようにな る。28歳 くらいで結婚 し、子 どもを もうける。その頃 に

は人間的な成長が果 たされて お り、30歳 手前で は、天職 に出会 う。そ して、30歳 を越え る頃 に

は、親 を経済的 に支え るという役 目を担 うようにな る』 というもので ある。

こう した並 びに順 に関 して は、ハ ヴィガース トが挙 げた青年期 ・成人期の課題 と大 きな齪齪

は認 め られな い。 しか しなが ら、達成年齢 に対 して、 その時期の課題が 自分の コン トロール下

にあると考えて いるか に注 目 してみ ると、正規雇用の仕事 に就 くことや、恋愛、結婚、子 ども

を持つ ことな どに関 して は、いずれ も4.0以 下 であ り、他の課題 よ り低い。確か に、これ らの課

題 を達 成す るた あには"相 手(企 業 ・恋人 な ど)"か らの合意 が必要 で ある ことを考 えれ ば、

妥 当な結論 といえ るか も しれな い。 ただ し、正規雇用の仕事 に就 くことに関 して は、他の課題

よ りも達成の確率が高 く評価 されて いた。

表7課 題の達成年齢 ・コントロールに関する評価 ・達成の確率

達成年齢 コ ン トロー ル 達成の確率

平均 SD 平均 SD 平均 SD

大学を卒業する 22.5 0.81 4.5 0.77 91.6 6.80

親の家から出て、自分のアパー ト・家に住む 22.8 3.38 3.9 1.15 77.8 14.98

正規雇用の仕事に就 く 23.3 2.03 3.9 0.97 81.2 14.17

自分の行為の結果に責任をもつ 23.4 3.54 4.3 0.76 79.3 20.07

恋愛関係を維持、発展させる 23.6 3.65 3.4 1.09 60.6 18.97

親から情緒的に独立する 23.8 4.08 4.1 0.94 77.2 18.61

自分 の 感 情 を う ま くコ ン トロー ル す る 24.0 5.88 4.2 0.96 72.9 20.14

他人の影響を受けずに、自分の信念や価値を決められる 24.5 6.51 4.0 0.98 70.1 20.98

経済的に自立する 25.4 6.22 4.0 0.95 81.5 17.64

趣味を楽しむ 26.2 11.15 4.4 0.84 78.1 15.76

結婚する 28.1 6.53 3.2 1.15 64.7 20.33

子どもをもつ 28.8 2.48 3.2 1.22 63.2 18.51

人間として成長する 28.9 11.04 4.2 0.95 77.2 16.82

自分にとって天職を見つける 28.9 7.51 3.3 1.22 58.4 26.02

自分の親を経済的に支援する 31.0 6.87 3.7 1.09 64.1 22.29

3)性 差 につ いての検討

男女の回答傾 向の違 いにつ いて、重要度、コン トロールに関 しては κ2検 定で、達成可能性 に

関 しては、t検 定で検討 した。 その結果、有意差 が認 め られ たのは、重要 度、 コン トロール、

達成可能性の いずれ において も 「大学 を卒業す る」の1課 題 のみであった(重 要度(κ2=18.05,
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df=4,p<.01)/コ ン トロール(κ2=14.67,df=4,p<.01)/達 成 可能性(t=-2.129,df=133,

p<.05))。 具 体的 には女性 は男性 に比べて大学 を卒業す る ことを、 よ り重要 であ り、達成可能

性が高 く、 コ ン トロール可能で あると回答 して いた。

3.総 合考察

調査の結果、現代の大学生にあっても、その描かれる将来像か らはハヴィガース トが挙げた

青年期 ・成人期の発達課題が見てとれた。 しか しなが ら、一一方で、そうした課題の達成を妨げ

る社会の現実がある。以下では、調査結果と社会状況に関する統計を比較 し、青年期 ・成人期

の発達課題について考察 したい。

1)経 済的自立と職業に就 くこと

2つ の調査の結果から、「経済的自立」は、おとなとみなされるために必要な課題であり、

また、将来、達成 したい課題としても重要であると考え られていることが示唆された。

しか しなが ら、経済的な自立をどのように達成するかと関連が深い 「正規雇用の仕事」に関

しては、必要性、重要度共に 「経済的自立」よりも低 く評価されていた。また、「経済的自立」

「正規雇用の仕事」共に将来的な達成可能性は約80%と 評価 されていた。

現在の大学生の卒業後の進路についてみると 「一時的な仕事に就いた者(臨 時的な収入を目

的とする仕事に就いた者:ア ルバイ ト・パー トなど)」と 「その他(家 事の手伝いなど就職で

も"進 学者"や"専 修学校 ・外国の学校等入学者"等 でもないことが明らかな者)」 を合算す

ると平成20年 で12.9%、 平成21年 では14.4%と なっている(表8)。 つまり、7～8人 に1人 は

卒業後の進路が未決定なまま大学を卒業 していくのである。 もちろん、こうした若者の中に

は、"希 望す る進路のために次の入学時期や就職時期までといった期間限定の見通 しを持 っ

て"、 あるいは、"自 分の夢のためにあえで'一 時的な仕事を選択 した者なども含まれる。 しか

しなが ら、少な くない割合で、卒業後の進路が曖昧なまま社会に出て行 く若者がいることもま

た、現実である。加えて、平成20年 版青少年白書(内 閣府)で は、「正規の職員 ・従業員以外

の雇用者の比率は、平成4年 頃か ら急増 し、平成19年 では、20～24歳 で43.2%と,他 の年齢層

に比較 して高い水準にある」 ことが指摘されている。 こうした時代にあっては、「職に就 く準

備」をしたとしても、「職業生活をスター トさせる」ことができるかどうかに不安は大きい。こ

うした社会状況が今回の調査の結果における達成可能性に影響 していたと考えられる。
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表8大 学卒業後の進路

大 学 計 一時的な仕事に就いた者 その他の者

平成20年3月 555,690 11,485(2.1%) 59,791(10.8%)

平成21年3月 559,539 12,991(2.3%) 67,894(12.1%)

短期大学 計 一時的な仕事に就いた者 その他の者

平成20年3月 83,900 3,215(3.8%) 8,400(10.0%)

平成21年3月 78,056 3,450(4.4%) 9,037(11.6%)

単位:人/()内 は全卒業者に占める割合

また、雇用形態別の賃金を比較すると 「正規の職員 ・従業員」と 「正規の職員 ・従業員以外

の雇用者」では、年齢と共に賃金格差が広が り、また、雇用の継続が難 しくなるなど、安定 し

た経済的自立は困難となる可能性が高い。「経済的自立」は、"お とな"と みなされるために必

要な課題であり、また、将来、達成 したい課題としても重要であると考えられているが、経済

的自立が達成されない状況にある場合、おとなになることをどのように考えれば良いのだろう

か。こうした現実は、「青年期の終期はおとなになったとき」、つまり成人期に移行 したときと

する青年期か ら成人期への移行の境目をより曖昧にものとしていると考えられる。

2)結 婚 と子育て

成人期 の課題 の うち、家庭 をつ くる ことに関 す る課題 は大 きな部 分 を占めて いる。す なわ

ち、「配偶者 を選 び、結婚す る こと」 「子 どもを もつ こと」な どで ある。 しか しなが ら、今回の

調査 において は、"お とな"と みな され るための必要性 も、 また、将 来、達成 したい課題 と し

ての重要度 も他の課題 と比較 して低 い評価 とな った。

結婚 に関 しては、国勢調査 か ら算 出され た生涯 未婚率 は1970年 以 降、急速 に上昇 して お り、

1970年 に は男性で は1.70%だ っ た生涯未婚率 は、冒頭 で も述べ たよ うに2005年 時 点 では15.96%

と約6人 に1人 は1度 も結婚 をす ることな く50歳 を迎えて いる(女 性 に関 して は、男性 よ りも

緩やかな上昇で あるが、約14人 に1人 であ る:表9)。 ま た、平均初婚年齢 も一貫 して上昇 して

お り、男性 に関 して は、1990年 度 ですで に30歳 を越えて お り、女性 に関 して も30歳 に近づ いて

いる。

な お、女性の平均初婚年齢が上昇す るということは、 出生 したときの母親の平均年齢 も遅 く

なる とい う晩産化 の傾 向 につ ながる。少 子化社会 白書(2009)に よ れば、「2007年 の場 合、第

1子 が29.4歳 、第2子 が31.4歳 、第3子 が32.9歳 で あ り、 ほぼ30年 前の1975年 と比較す ると、そ
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表9生 涯未婚率並びに平均初婚年齢の推移

年次
男 性 女 性

生涯未婚率(%) 平均初婚年齢(歳) 生涯未婚率(%) 平均初婚年齢(歳)

1970 1.70 27.5 3.34 24.7

1975 2.12 27.7 4.32 24.5

1980 2.60 28.7 4.45 25.1

1985 3.89 29.6 4.32 25.8

1990 5.57 30.4 4.33 26.9

1995 8.99 30.7 5.10 27.7

2000 12.57 30.8 5.82 28.6

2005 15.96 31.1 7.25 29.4

れ それ3.7歳 、3.4歳 、2.6歳 遅 くな ってい る」 と報告 されてい る。

今回の調査か ら分か るように、年齢的 には、早 けれ ば20歳 で、 また遅 くとも 「30歳 まで」 に

はおとな とみな され ると考えて いる現代の大学生 にあって、男女の初婚年齢が30歳 前後で ある

こと、第1子 を出産す る母親の平均年齢が 同様 に30歳 前後で あることを考え ると、結婚な らび

に子 どもをもつ ことをおとなの要件 と しな いことは、現実 を反映 した理解 といえ るのか も しれ

な い。

4.今 後の課題

本考察では、職業に就 くこと及び結婚 ・子どもを持つことに焦点をあてて検討 した。 しか し

なが ら、こうした課題を誰もが達成するとは限 らない現状において、"お とな"で あることは、

より精神的な成熟に求められていくのかもしれない。青年期 ・成人期の発達課題について、今

後は、こうした側面か らの分析を深めることが必要といえよう。

また、今回の分析では、性差をあらか じめ見込んだ課題を除けば、性差に関する有意差が認

められた課題は少なかった。ただ し、子どもを持つことに関 しては、男性よりも女性において

その必要性が低 く評価されていた。両者にはライフサイクルにおける差があること考慮すれ

ば、こうした点を含め、今後、より詳細な分析が必要といえる。
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